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1.　はじめに

自治体を取り巻く環境は厳しくなっている．外部
環境に目を向けると，少子化，過疎化，高齢化，環
境問題，そして住民ニーズの多様化といった，現代
社会特有の複雑な課題が存在する．少子化と過疎化
は特に地方自治体で深刻な問題となっており，高齢
化によって増加する福祉サービスの需要に対応する
ための資源も限られている．住民のニーズが多様化
する中で，自治体はそれぞれの要求に応じたサービ
スを提供する必要がある．内部環境については，自
治体が限られた予算で効率的に運営する必要性や，
増大する行政需要の中で公務員の総数減少は，自治
体が直面する日常業務の負担を増大させる要因と
なっている．
これらの課題への対応には，さまざまな施策があ
げられるが，とりわけ業務の効果的かつ効率的な運
用には，情報技術の積極的な活用が有効である．
自治体は，行政課題への解決に役立てるため情報
化を早くから進めてきた．全国初の大阪市は 1960
年から，都道府県初の神奈川県は 1963年からであ
る．その当時，「電子計算機とは何か，その正体は
誰もよく解らない時代である」［1］との認識からス
タートして導入に至った．それ以来，その時々の情
報技術の進展とともに行政課題に対応してきた．こ
れまでを振り返ると費用対効果の優れた方向に進ん
でおり，「最少の経費で最大の効果を挙げる」（地方
自治法第 2条）ことが具現化されている．
基幹システムを中心とする従来のシステムは，
ルールや基準が定まっている業務について情報化が
進められてきた．しかし，事前に必要な機能を要件
として定義することが困難な業務は実現できていな
い．

OpenAI社が 2022年 11月に公開した AIチャッ

トボット「ChatGPT」は，その革新的な機能によ
り急速に利用が広がった．これまでにない，膨大な
データを学習し，そのデータから確率的に予測する
仕組みである．この仕組みを活用すれば，これまで
人間でなければできなかった「考える」「物事を組
み立てる」作業を AIが実行し，さまざまな業務を
補完できるものとして期待されている．
一方，生成 AIの回答には，誤りや偏りがあるこ
とが問題視されている．ブラジルの裁判官が，生成
AIの出力結果をそのまま使用し，実在しない判例
を根拠に判決文を作成したケースやニューヨークの
弁護士がChatGPTで生成した書類を確認せずに裁
判所に提出し，実在しない判例が含まれていた事件
が起きている．
また，安全面で問題のある事件も起きている．

IT関連の専門知識がないと見られる男が生成 AIを
使ってコンピュータウイルスを作成し，検挙された．
このように多くの課題があるものの，生成 AIを
提供する各社は精度を高めるための改善を行うほ
か，ファインチューニングやRAG（Retrieval-Aug-
mented Generation）といった新技術を次々と生み
出している．国際的なルールについては，G7広島
サミット，国内では個人情報保護委員会や AI戦略
会議で議論されるなど，活用に向けた検討が行われ
ている．
自治体の生成 AI利活用は，リスクを避け，信頼
を損なわないように注意しながら進めている．適用
範囲は，職員が自らの業務補助に使うだけでなく，
既存のシステムや AI, IoT, VRなどの新技術にも組
み込まれることが予想され，さらに幅広い活用が期
待されている．これにより，自治体内の業務の効率
化や住民サービスの向上が見込まれている（図 1）．
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2.　自治体の生成AI利活用の歩み

自治体は一般的に，新しい技術の利活用には慎重
であり，リスクを避けたいと考える．しかし，生成
AIについては，ChatGPTが登場してからわずか半
年で導入に向けた取り組みが始まった．普及理論の
イノベータに相当する自治体が，生成 AI導入のた
めの新しい施策を実施することで，他の自治体に新
しいモデルを提供している．以下に，2023年 4月
から 8月にかけて先進自治体が生成 AI導入に向け
た取り組みを紹介する．
（1）横須賀市は地方自治体では初めて，2023年

4月 20日にChatGPTを職員全員で体験する活用実
証を開始した．自ら「生成 AI開国の地」と称して
いるとおり，次の先駆けとなる取り組みを実施して
いる［2］．
①横須賀市AI戦略アドバイザーを配置します
②職員の更なるスキルアップを図ります
③市役所内プロンプトコンテストを実施します
④ChatGPT-4を導入します
⑤ 横須賀市のノウハウを積極的に他自治体に伝えて
いきます
そして，他の自治体から，横須賀市に視察が相次
いだとのことである．
（2） 神戸市は生成AIに関する条例を 2023年 5月
全国で初めて制定した．内容は，「神戸市情報通信
技術を活用した行政の推進等に関する条例」に生
成 AIに関するルールを追記したものである．同市
は生成 AIの行政利用を禁止していたが，条例の施
行後，2023年 6月から 9月まで試験運用を行った．

条例追加に伴い，神戸市情報セキュリティ対策基準
を変更し，「神戸市生成AIの利用ガイドライン」を
制定した［3］．
（3）福井県は，2023年 6月から 7月にかけて職
員 30人による生成AI実証実験を行い，表 1の実証
結果を 8月に公表した．総括として「生成 AIが県
の業務の生産性を大きく向上させることを確認」と
し，活用においては「県職員の一般的な業務プロセ
スにおいて，生成 AIの活用に適否が分かれる分野
があることを確認」としている．生成 AIと業務の
適否について，表 1の太字の業務が業務削減効果を
大きくし，ゆえに適していると判断している．
表 1の実証結果について，さらに確認すると次の

ことが明らかになっていた．
・ 事業のアイデア出しや文書作成は，職員の利用率
が高く，さまざまな分野で日常的に成果を出せる．
・ 生成 AIの利用においては，プロンプトの作成が
出力の精度・確度に影響を及ぼす．
・ 自治体の業務は多岐にわたるため，プロンプトも
部署ごとに特徴のあるものにする必要がある．こ
のことは，横須賀市のようなプロンプトコンテス
トの実施と他団体への情報提供を行うことで，さ
まざまな業務のプロンプトが全国的に普及するも
のと考える．
次に大きな作業時間削減効果をもたらしたのは，
主に Excelマクロの生成や修正に関するプログラミ
ングである．福井県での実証結果だけでなく，他
の自治体でも作業効率が 80%から 90%向上してい
る．
筆者は同時期（2023年 8月）に近畿地区の 2県

1市を訪問させていただき，取り組みの概要をヒア

図 1　自治体を取り巻く環境とデジタル化

表 1　福井県の実証結果（業務・効果）［4］

利用項目 職員の 
利用率

削減 
時間

職員 
評価 活用例

ブレーンストーミング 82% 56分 4.2 事業アイデア出し
ド ラフト（たたき台）
作成

64% 51分 4.0 文書作成 
（構成案，広報文）

情報収集・整理 55% 10分 2.6 他県事例， 
全国数値調査

要約・翻訳 41% 15分 3.6 国通知文の要約，
海外対応の翻訳

プログラミング 32% 391分 4.6 Excelマクロ作成
データ分析 23% 24分 3.6 アンケート自由記

述欄の内容分析
（注）削減時間は 1利用あたり，職員評価は 5点満点
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リングした．その共通点は概ね次のとおりであっ
た．
① 首長の指示によって生成 AIの導入に向けた取り
組みが行われている．
② 推進部署は情報部門または情報部門と行革部門の
共同である．
③ 利用に際しては利用ルールを「ガイドライン」と
して示している．

3.　生成AI利活用に関するアンケート調査結果

2023年度は，生成AIが業務に使えるか否か，効
率化につながるかといった機能の確認を先進自治体
が中心に行った年であった．2024年度には，アー
リーアダプターといえる自治体が本格的な運用に移
行した．そこで，機能目線だけでなく一歩進めて，
戦略レベル，それに住民サービスへの利用について
も確認することとし，次のとおりアンケート調査を
実施した．
・ 対象：新聞・雑誌・ホームページに試行開始また
は本格活用を開始したとの情報を得た基礎自治体
78団体

・ アンケート期間：2024年 7月 12日から 7月 25日
・アンケート回収数：29団体（回収率 37%）
アンケートの項目は，生成 AIアンケート項目関

連図のとおり，生成 AIを活用の長期的視点である
生成 AI利活用戦略を確認したうえで，現状の利用
率と利用用途，職員への支援内容，それに今後重要
になる住民サービスへの利用についてである（図 2）．

3.1　生成AI利活用戦略等について
生成AIを自治体業務に導入する目的や将来の姿，

そしてその効果を評価するための基準等について回
答をいただいた（表 2）．
回答のあった 11団体のうち，公開されている 6

団体の生成 AI利用ガイドライン等を確認した．そ
こでは，生成 AIの活用戦略やビジョンを明確に記
載しているものは見当たらず，その名称が示すとお
り生成 AIを使う場合のガイドラインといった位置
づけであった．
ガイドラインでは，生成物の内容に虚偽が含まれ
ている可能性や生成物を利用する行為が誰かの既存
の権利を侵害する可能性があるといったリスクを理
解したうえで，決められたルールに沿って，正しく
使うことを求めている．活用に関しては，プロンプ
トの例を掲載し，質問を明確にすることや繰り返し
質問するといった使い方のコツが記されている．

3.2　生成AIの利用率
生成 AI本格稼働団体の多くは，事前に試行や導
入評価を行ったうえで，本格導入に移っている．生
成 AIは業務効率化に寄与するものとしているが，
実際の利用率を確認した．参考に，2023年 6月時
点のデータでは，日本の利用率が 7%，米国 51%
であった［5］.
アンケートでは，各自治体の利用可能者数に対す
る 2024年 4月 1日から 7月 12日までに利用した人
数の割合を尋ねてこの期間の利用率とした（図 3）．
利用率 10%程度が 11団体と最も多く，次の 10%
から 20%程度が 9団体，そして，40%から 60%程
度が 4団体であった．
この利用率については，「5.　生成AIの向き合い
方」で考察する．

図 2　アンケートの項目関連図

 表 2　AI利活用戦略等 （n: 29）

「生成AI利活用戦略」，「生成AI利活用ビジョン」， 
「生成物の評価基準」等 団体数

（各自治体）生成AI利用ガイドライン等 10
チ ャットインターフェースのテキスト生成AI利活用
における留意点  1

なし  7
未回答 11
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3.3　職員の生成AI利用に対する支援内容
推進部署（多くの場合，情報部門）は，職員に対

する利用を促すため，さまざまな支援を行っている．
支援内容で回答数の多いものから見ていく（図 4）．
自治体として，生成 AI利用のメリットやリスクを
踏まえたうえで，生成 AIを有効かつ安全に利用す
るためのルールを，前述した「ガイドライン」とし
て定めている．統一された基準やルールが重要視さ
れていることを意味し，20団体と多い．なお，定
めていない自治体も複数あった．
次の「安全な利用環境の整備」は 17団体が回

答している．内容は，自治体のネットワーク環境
LGWAN（Local Government Wide Area Network：
総合行政ネットワーク）の中で利用できることやロ
グ（入力したプロンプトやその回答）を管理者が管
理できる，といったセキュアな環境の構築をいう．
次の「利用者教育または部署間の相互学習」も

13の団体が回答しており，生成AIの効果的な活用
には教育と知識の共有が不可欠であることが示唆さ
れている．「プロンプトの相互利用」が 12の団体に
重視されていることから，具体的な利用方法の共有
が求められている．

総じて，生成 AIの利用支援においては，ガイド
ラインの整備と安全な利用環境の確保が最も重視さ
れており，教育やプロンプトの共有も重要な要素と
されている．これに対して，情報誌の発行や外部ア
ドバイザーの採用は，現時点では広がっていない．
ここで，図 3の利用率と利用部門に対する生成

AI導入支援内容との関係を見ると，民間のアドバ
イザーの採用または委託している団体の利用率が比
較的に高い．20%から 30%程度が 2団体，40%か
ら 60%が 1団体であった．特徴的なのは，40%か
ら 60%程度の団体のすべてが利用者教育または部
署間の相互学習研修会を実施しており，支援が充実
していることが分かる．

3.4　利用用途
利用用途は，生成 AIの機能を生かした使い方で

あり，表 1で紹介した福井県の実証実験結果と対応
している（図 5）．
利用団体数の多い項目から見ていく．「文章の要
約，作成，添削」と「企画案検討・論点整理」は，
ほぼすべての団体で利用しており，生成 AIがアイ
デアの整理や企画の検討に役立てられていることが
伺える．次の「翻訳と通訳」は 14の団体で使って
おり，生成 AIが言語の壁を超える手段として重要
視されていることが分かる．「プログラミングコー
ドの生成」は 12の団体にとって有用とされており，
ExcelVBAの作成・修正に使っている．
「データ分析」に関しては 9団体が利用しており，
データ駆動型の意思決定において生成AIが役立つ
と考えられている．「音声データの文字起こし」は
6団体が選択しており，音声からのテキスト変換も
ニーズがあることが分かる．

図 3　生成AIを利用した人数割合（単一回答）

図 4　推進部署による推進・支援内容（複数回答）

図 5　利用用途（複数回答）
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一方で，「生成AIチャットボット」は複数の自治
体で始まったばかりである．「画像生成や加工」は，
著作権等の侵害リスクがあり，現時点では広がって
いない．
全体として，生成 AIの利用においては，文章作

成や企画検討，翻訳といった基本的な業務支援が最
も重要視されており，技術支援やデータ分析にも一
定の関心があることが明らかになった．

3.5　住民サービスの内容
自治体が地域の人々に対して発信する情報は年々
増加しており，その傾向が今後も続くと見られる．
生成 AIにより，住民の個々のニーズに合わせた情
報を提供できるようになれば，住民サービスの向上
が期待できる．
生成 AIを活用した住民サービスは，個別のニー
ズに迅速かつ的確に対応できるため，住民満足度の
向上が見込まれる．また，24時間体制での情報提
供や手続き支援が可能となり，行政の効率化にも寄
与する．しかし，課題も多く，プライバシー保護や
誤情報の拡散リスクが指摘されており，適切なセ
キュリティ対策や透明性の確保が必要となる．住民
サービスについては，基礎自治体で想定する次の業
務から選択していただいた．
「住民からの問い合わせに対応するための生成

AIチャットボット」「安全・防災」「文化・リクレー
ション」「広報活動」「タブレットの提供」「医療・福
祉」「子育てサービス」「環境関連」「交通・インフラ
関連」「教育関連」「窓口業務の補助」である．ここ
での使い方は，窓口に来た住民との話の中で職員
が会話の内容を解釈するために生成AIを使うこと，
あるいは外国人と会話をする際，生成 AIを使って
翻訳することも含まれる．
図 6のとおり，「住民からの問い合わせに対応す

るための生成 AIチャットボット」が最も多く 8団
体であった，これは，住民サービスとして 24時間
365日いつでも問い合わせに対応できることと，職
員の業務負担軽減につながるため，今後広がってい
くものと見られる．
次の「医療・福祉」が 3団体，「広報活動」，「子

育てサービス」，「窓口業務の補助」が各 1団体で
あった．

3.6　生成AI利用の課題
生成 AIの利用に関してはさまざまな課題がある

が，自治体の認識について確認した．
図 7では，「生成AIチャットボットの回答の正確

性」が最も重要な課題として 21団体であった．住
民サービスに使っている場合は，自治体の信頼を確
保し，サービス全体の信頼性を向上させるために重
要になる．仮に不正確な情報を提供した場合，住民
に不利益を与えるだけでなく，自治体としてもその
対処に追われることになる．次に，「プライバシー
とセキュリティのリスク」が 18団体と続いている．
「生成 AIの利活用による費用対効果の測定」も 16
団体と関心が高い．
この費用対効果については，実証実験を行ったも
のの，費用対効果が満たされず，本格運用を断念し
た団体があった．費用対効果の算出例も複数見られ
る．実証実験実施後，職員（利用者）にアンケート
を行い，職員の認識による削減時間を把握し，コス
ト計算して，削減効果とした例が複数ある．また，
埼玉県戸田市では「本格導入の 11月は文章の約
300万文字を生成した．A4の文書 1ページを 1,000
字と仮定すれば約 3,000ページ分，500時間の労働

図 6　住民サービスの分野（複数回答）

図 7　生成AI利用の課題（複数回答）



Vol. 33 No. 2, September 2024 97

� 著者名

にあたる．給与換算で約 225万円に相当し，月額
11万円の利用料を考えても費用対効果は大きい．
職員は創造的な業務や住民の対応などに時間を割く
ことができる」と，定量的・定性的効果を述べてい
る［6］．
次の「広報内容が常に最新で正確であることの
保証」は 10団体，「行政専用の生成AI環境の整備」
は 9団体であった．生成 AIメーカ提供のシステム
を使う場合は，インターネットにアクセスする必要
性があること，生成 AIそのものに不確定要素があ
ることから，こうしたニーズが出ている．

4.　住民サービスの課題と可能性

生成 AIの利活用を断念した事例と実運用を開始
するとした事例の 2例を紹介する．

4.1　ごみ収集情報のAIチャットボット
自治体から住民へのごみ収集情報の提供について
は，かねてからニーズがあった．ごみの分別ルール
が全国で統一されていないためである．自治体に
よってごみの分別が違ってくる背景に，「廃棄物の
処理及び清掃に関する法律」があり，その第 6条に
は，「市町村は，当該市町村の区域内の一般廃棄物
の処理に関する計画を定めなければならない」とさ
れている．
したがって，市町村ごとに地域の事情に適した一
般廃棄物処理計画が定められ，ごみ出しのルールが
制定されている．

AIチャットボットについては，横浜市の「イー
オのごみ分別案内」が 2018年から運用されている．
このシステムは，住民が入力した文（文章）を自然
言語解析し，その質問に対してあらかじめ設定され
たルールやキーワードに基づいて応答を生成する
ルールベースの仕組みである．これに対して，生成
AIを活用したチャットボットは，一つひとつのルー
ルを明確化しなくてもシステム構築ができる．
香川県三豊市は，これを住民向けのごみ出し問合
せ対応に活用した．同市ではごみ分別の種類が多
く，旧 7町ごとに異なるため問い合わせが多発して
いた．そこで，ChatGPTを使い，ネットを介して
24時間対応可能にし，外国人住民にも母国語で応
答できるようにした．2023年 6月 1日に実証実験

を開始したが，正答率は 61%と目標の 99%に大幅
に下回り，7月上旬に一旦中止となった．誤答の修
正や対話形式の導入，ChatGPTのバージョンアッ
プ（3.5から 4.0）を経て，10月 23日から 11月末
まで第 2回実証実験を行ったが，正答率は 94.1%
に留まり，目標としていた 99%に届かず，本格導
入を断念した［7, 8］．この実験により，ChatGPT
の限界が明らかになり，誤答が許されない現場には
不向きであることが確認された．筆者が三豊市に電
話して確認したところ，「事業者に委託しているの
で，100%でないと困る」とのことであった．
このことは，生成 AIが持つ住民サービスに対す

る限界が明らかになった事例といえる．ひいては自
治体の信頼に関わる問題となる可能性もあるので，
慎重に取り組まざるを得ない．

4.2　買い物支援
香川県坂出市の先進的な取り組みを紹介する．国
内初「生成 AIを活用した対話型コマースによる高
齢者買い物支援」の実証実験開始の記事に，住民
サービスの可能性を見出し 2024年 3月に坂出市役
所を訪問した．坂出市と，GMOメイクショップ株
式会社，KBN株式会社，坂出商工会議所は，同市
王越地区を対象として，日常的な買い物に不便を感
じている高齢者世帯に向けての買い物支援を，生成
AIを使って行うものである．買い物に不便を感じ
ているのは次の内容である．
・ バス停から重い荷物を抱えて自宅まで歩いて帰る
のは疲れる
・ 買い物をした後約 1時間ほどバスを待たないとい
けない
・ 週 1回の配達はありがたいが急に必要なものがで
きた場合は不便
・ ネットスーパー等での注文はスマートフォンやパ
ソコンを使えないから難しい
仕組みは，生成 AIとルールベースを組み合わせ

たものである．会話部分は，Googleの音声 toテキ
ストのソフトを使ってChatGPT4.0にデータを送
る．そこから例えば「カレーを食べたい」と声を発
するとルールベースの仕組みが動き，商店が扱って
いるカレーの食材（にんじん，じゃがいもなど）が
一覧表示され，利用者が選ぶ．すると，店舗から商
品が送られてくる．配送はタクシーで，何回注文し
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ても 2,000円／月という価格設定にしている．民間
企業がビジネスとして実施する．会話として「さぬ
き弁」は登録したとのことである．
ここで，AIの知能レベルを測定するテストとし

て有名なのが，アラン・チューリングが 1950年に
提案した「チューリングテスト」がある．AIが複
数の人と文章で会話して，会話相手の 30%以上に
AIと見抜かれなければ，その AIは人と同等の知能
を持つと認められる．GPT-4はチューリングテス
トに合格していると見られる．イスラエル発の AI
ベンチャー企業「A21 Labs」社は 2023年 4月から
8月，GTP-4などの AIを用いて，参加者 200万人
以上というインターネット上の大規模なチューリン
グテストを行った．そしてそのテストでは，GTP-4
は 40%の人にAIだと気づかずに会話することがで
きた［9］．

5.　生成AIの向き合い方

生成 AIに関する自治体アンケート結果の「利用
率」について，アンケート対象団体以外の 4つの自
治体職員と個別に意見交換を行った．その結果，生
成 AIの利用は始まったばかりで，今後の伸びしろ
は大きいという共通認識が得られた．現時点で利用
率が低い理由は，次の 3つに分類できた．
（1）必要性が見つからない
・ 自治体内部で使う業務システムは仕事を進めるう
えで，使わざるを得ないが，生成 AIを使う必要
性が見つからない．
・職員の自主性に依存するという特徴を持つ．
（2）正しい答えを求めすぎる
・もっともらしいウソをつくので，使えない．
・ 条例変更の改正案作成のために利用を試みたが，
適当な回答が見つからなかったので，利用を断念
した．

（3）利用方法が分からない
・ 使い方が分からない．いくつかのプロンプトは公
開されているが，自分がどのように使ったらよい
か分からない．
・ どの業務に対し，どうプロンプトを使い，どう改
善したかという一連の事例が欲しい．
いくつかの自治体では，こうした理由を把握した
うえで，さまざまな支援を行っている．それにも

かからず利用率 10%を超えない状態を「1割の壁」
と呼ぶこともある．
この利用率が低い理由（3）と（2）について対策案
を検討する．「（3）利用方法が分からない」は，う
まく利用できなかったというケースと利用したこと
がない，というケースがある．前者はユースケース
を示し，プロンプトのやり取りから業務への適用ま
で一連の作業を事例として提供することが考えられ
る．しかし，既に多くの事例が提供されており，イ
ンターネットでも公開されているため，必要十分条
件とはいえない．後者は実際に使ってみて慣れるこ
とが何より重要である．時間はかかるが毎日少しず
つ使えば効果が分かり，自主的に使うようになる．
初期段階で，何をプロンプトに入力したらよいか分
からない場合は，生成AIに，「何を入力したら良い
か」聞いてみることからはじめ，接点を持ち継続す
ることである．
次に「（2）正しい答えを求めすぎる」については，

これまで自治体職員には無謬性を求められてきたた
め，生成AIにも同様の期待を抱くのも理解できる．
しかし，生成 AIを利用する際には，その特性を理
解し，100%の正確性を求めるのではなく，例えば
70%程度を利用し，残りの 30%は自分で補完する
という認識を持つことが大切である．
「（1）必要性が見つからない」という問題は根本
的な課題と考えられるが，これにはさまざまな要因
が関係しているので，最終章で私見を交えながら考
察する．

6.　おわりに

前章に続き，「（1）必要性が見つからない」を考
える．この課題は，そもそも関心・興味がない時に
も使われるため，どのようなサポートがあっても利
用のインセンティブが働かない可能性がある．仮に
生成 AIを使っても誤答の可能性があるため，使わ
ない理由を探すのに事欠かない．生成 AIの利用に
は，職員の自主性に働きかけ，習慣化させるという
自己啓発を推進するという側面もある．
このように生成 AIそのものの要因に，それを使

う利用者の認識も関連しているため，下記のような
全方位的な対策が必要と考える．
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（1）首長のリーダーシップ
現在でも首長の指示によって生成 AIの導入に向
けた取り組みが行われているが，より強力に推し進
める必要がある．
（2）長期ビジョン
生成 AIがどのように未来の働き方を変えるか，

ビジョンを描く．これにより，生成 AIの導入が避
けられないものであることを理解してもらう．
（3）利用による具体的なメリット創出
日常業務の効率化や自動化による時間とコストの
削減の状況を示すことが必要になる．生成 AI利用
の習慣化を必要とする場合，それに要するコストの
回収見込みが求められる．これらを通じて職員本人
のインセンティブになり得る．
（4）職員への支援内容の充実
利用率が低い段階では，職員への支援を充実させ
ることが望ましい．利用率が高まれば，職員のニー
ズへの対応が有効になる．
この 4つの視点による利用推進案はいわば仮説を
設定したものに過ぎない．今後，これらを検証して
いきたい．
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